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診断用核医学装置システム一式の購入 

 

１．調達物品及び構成の内訳  

  診断用核医学装置システムの購入 一式 

〈内 訳〉 

ア. 診断用核医学装置システム  一式 

(1) 検出器・ガントリ部  一式 

(2) 寝台    一式 

(3) コリメータ   一式 

(4) オペレーションコンソール  一式 

(5) データ収集機能   一式 

(6) データ解析機能   一式 

(7) 設置条件及びその他  一式 

イ. ネットワーク   一式 

ウ. 付属周辺機器   一式 

※搬入・据付、院内既存のシステムへの接続及び機器調整、教育訓練等を含む。 

 

２．設置場所・納入期限 

(1) 設置場所 神奈川県立こども医療センター 本館地下１階 シンチカメラ室 

(2) 納入期限 令和８年９月30日（水） 

  

３．基本的要件 

(1) 神奈川県立こども医療センター（以下「発注者」という。）において、業務に滞りなく使用可能なこと。 

(2) 調達物品にかかる性能、機能及び技術等（以下「性能等」という。）の要求要件（以下「技術的要件」という。）

は、以下４から６に示すとおりである。 

(3) 搬入・据付条件 

ア. 物品の搬入は協議のうえ、発注者が指定した日時及び方法により実施すること。 

イ. 搬入にあたっては発注者の指示に従い、患者の安全及びプライバシーに十分に注意し作業すること。 

ウ. 現有機（付属品を含む）の撤去、廃棄、搬出及び導入装置の設置、関連機器の搬入、備え付けに必要な

電気工事やその他付帯工事について受注者の負担において行うこと。 

エ. 廃棄物に含まれる記憶媒体は情報の読み出しを行えないよう適切に処理し撤去すること。 

オ. 物品の搬入に伴う付帯工事、室内工事、改修工事については既存設備（検査室の床・壁、鉛ガラス、空

調設備、給排水・配管、電源系統、ネットワーク配線等）を事前に十分調査し、発注者と協議の上施工

すること。また、これらに掛かる費用は受注者が負担すること。 

カ. 電源は、発注者の既存電源設備で設置可能なよう対応すること。なお、現状の設備規格と異なる場合は、

周辺機器を含めて対応することとし、これらに要する費用は受注者の負担とする。 

キ. 搬入・据付に際し必要な養生を行うこと。また、建物及び物品に損害を生じた場合は、受注者が自己の

責任のもとに原状回復を行うこと。 

ク. 検査室、操作室の床の張替えを行うこと。各部屋の床については、ポリッシャー清掃を実施すること。 

ケ. 検査室及び操作室の壁面塗り直し作業を実施すること。 

コ. 撤去・廃棄物に放射能汚染がないか測定し、法令に沿った仕様で処理すること。また、結果を当センタ

ーに電子データまたは紙媒体で２部提出すること。 

サ. 設置にあたり必要な医療法等、その他関係法規の手続きに係る支援を遅滞なく行うこと。 

(4) 物品の調整、稼働準備（工程管理を含む） 

ア. 本物品が有効に稼働するために必要な調整について、受注者の負担により責任を持って行うこと。 

イ. 項目アにおいて、本物品の設置による工事工程表は契約締結後一週間以内に発注者に提出し、工事着工

一か月前までに工程を確認する会合を発注者と行うこと。また計画策定にあたっては、発注者と事前に

協議のうえ決定すること。 
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ウ. 装置又は付属品に必要なLANの数や使用電源などを事前に報告、調整すること。また、工事や設備備品

に係るすべてについて受注者が調整役となり、日程・備品の調整を行うこと。 

エ. 本物品導入の際には、最新の状態で納品すること。 

オ. 本物品は納入後においても、既存の他診療機器との電気的、磁気的等により干渉を起こすことなく安全

に動作すること。 

カ. JIS規格等に基づき受入れ試験を行い、発注者に報告書を電子データまたは紙媒体で２部提出すること。 

キ. 作業時間は原則として平日8時30分から17時までの時間帯で行うこと。ただし、騒音及び臭気作業に

ついては、患者や病院業務に支障が出ないよう発注者に事前に許可を得て、平日夕方もしくは土日祝日

に作業することが望ましい。 

ク. 導入に伴うすべての工程において患者の安全及びプライバシーに十分に注意し作業を行うこと。また、

設置・稼動にあたっては、安全面に十分配慮すると共に、病院業務に支障がなく、発注者に負担を生じ

させないこと。 

ケ. 発注者が定める期限までに装置を納入すること。また、受注者の過失により作業工程に遅延が生じた場

合、病院の損失分については受注者が補償すること。 

(5) 医療機器安全使用に関する研修（研修記録及び実施報告） 

ア. 医療機器安全使用のための導入時研修を実施し、その記録を発注者に電子データまたは紙媒体で２部提

出すること。その実施に関する日程調整や回数については、発注者と協議し決定すること。 

イ. 発注者が必要と認めたときは随時追加の取扱い説明、研修を行うこと。 

ウ. 導入装置の日本語による取扱説明書、技術解説書を有すること。発注者にそれぞれ電子データまたは紙

媒体で２部提供すること。また発注者が必要と認めた内容については追加で作成し、提供すること。 

(6) 保守点検体制 

ア. 納品検査完了日から１年以内に導入装置及び付属周辺機器に発生した故障は無償で保証し、定期点検・

調整及び故障修理等を随時行うこと。 

イ. 項目アにおいて、期間内にソフトウェア等のアップグレードが発生した場合は無償で実施すること。 

ウ. 本物品に必要な消耗品及び故障等の部品については最低限本物品の耐用年数内における供給が確保さ

れていること。 

エ. リモートメンテナンスによる遠隔保守管理、故障診断を行うことが可能であり、それに必要な費用を受

注者が負担して整備すること。リモート保守回線は閉域網を利用し、ルータ等機器は脆弱性管理を行い、

常に脆弱性が無い状態に保つこと。ルータ等機器の接続先に管理用端末を設置し、本調達機器以外は通

信不可とすること。その他のセキュリティ対策と運用方法については発注者と協議の上、必要な対策を

講じること。 

オ. 将来的にリモート保守回線を発注者で整備するため、環境が整った際は前項リモート保守回線の撤去と

発注者側の保守回線への移設に対応すること。 

 

４．技術的要件 

4-1 検出器・ガントリ部については、以下の要件を満たすこと。 

4-1-1 検出器は ２個搭載し、180°対向撮像が可能であること。 

4-1-2 検出器角度は 180°、90°の設定が可能であること。 

4-1-3 検出器の有効視野は 530 mm × 380 mm 以上であること。 

4-1-4 検出器は体軸方向または体軸垂直方向へのチルトが可能であること。 

4-1-5  検出器端から有効視野までの距離は78mm 以下であること。 

4-1-6  検出器の回転角度は 540°以上であること。 

4-1-7  光電子増倍管は １検出器あたり 59 本以上有すること。 

4-1-8 固有空間分解能は 3.8 mm 以下であること。 

4-1-9  固有直線性は 0.2 mm 以下（微分値、CFOV）であること。 

4-1-10 固有均一性は ±2.5％ 以下（微分値、CFOV）であること。  

4-1-11 最高到達計数率は １検出器あたり 400 kcps 以上であること。 

4-1-12 エネルギー分解能は 9.9％ 以下（99mTc）であること。 
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4-1-13 エネルギー範囲は 40 keV 以下〜588 keV 以上であること。 

4-1-14 エネルギーウィンドウ数は ６以上有すること。 

4-1-15  低エネルギー高分解能コリメータ使用時の総合分解能は 7.5 mm 以下であること。 

4-1-16  低エネルギー高分解能コリメータ使用時の総合感度は 91 cps/MBq 以上であること。 

4-1-17  自動近接機構を備え、赤外線自動近接に対応すること。 

4-1-18  ガントリ左右に位置決め用ハンドスイッチを備えること。または左右に移動が可能なこと。 

4-1-19  ガントリ左右および操作室側に緊急停止ボタンを備えること。または、ガントリに１個、ハンドスイッ

チに１個、操作室側に１個緊急停止ボタンを備えること。 

4-1-20 位置決めモニタはガントリ左右に可動し、２検出器同時表示が可能であること。 

4-1-21  検出器の均一性補正において、99mTcのデータで他の核種の補正が可能なこと。 

4-1-22  SPECT 時の回転軌道は円軌道および非円軌道が可能であること。 

4-1-23 患者位置を視認できるレーザポインターをガントリに有すること。有しない場合には検査室内の壁面に

別途レーザポインターを設置することで要件を満たすこととする。設置場所については別途協議の上調整す

ること。 

 

4-2   寝台については、以下の要件を満たすこと。 

4-2-1 寝台の最低高は 480mm 以下まで下がること。または、現有装置と同等な高さとなるよう乗り降りが可能

な踏台を備えること。 

4-2-2  天板の耐荷重は 220 kg 以上であること。 

4-2-3  天板の 99mTc における γ線吸収率は 10%未満であること。 

4-2-4  寝台側面に危険構造物がないこと、または防護対策が施されていること。 

4-2-5  頭部 SPECT 用ヘッドレストを一式有すること。 

4-2-6  心臓 SPECT 用アームサポートを一式有すること。 

4-2-7  頭部および体幹部の患者固定用バンドを一式有すること。 

4-2-8  心電同期収集用の心電計ユニットを寝台に内蔵すること。 

4-2-9 小児用寝台を有し、収集時の近接を容易とすること。 

4-2-10 寝台部マットは汚染対応時の予備含め計2枚備えること。 

 

4-3  コリメータは、以下の要件を満たすこと。 

4-3-1 以下のコリメータを備えること。 

・ 低エネルギー高分解能コリメータ（LEHR） 

・ 低中エネルギー汎用コリメータ（LMEGP）または拡張低エネルギー標準コリメータ(ELEGP) 

4-3-2 コリメータはタッチセンサを有し、接触停止後に撮像再開が可能であること。 

4-3-3  コリメータの数に応じたコリメータカートを備えること。 

4-3-4  サードパーティ提供診断補助システムのノーマルデータベースに対応すること。 

4-3-5  検査効率を向上させるため、寝台にコリメータラックを搭載し、コリメータ交換時には寝台移動をせず

自動交換が可能であること。 

 

4-4   オペレーションコンソールについては、以下の要件を満たすこと。 

4-4-1  メインメモリは 16 GB 以上であること。 

4-4-2  磁気ディスクはトータル2TB以上で最新の性能を有すること。 

4-4-3  CPU は Intel Xeon E5-1603（2.8 GHz）相当以上であること。 

4-4-4  表示解像度は 1280 × 1024 以上であること。 

4-4-5  エラーメッセージは日本語または英語またはアイコン表示に対応すること。 

4-4-6  DVD-RW ドライブを備えDICOMデータ等の保存が可能であること。 

4-4-7  収集コンソール端末と処理コンソール端末が独立しており、それぞれキーボード、マウス、マウスパッ

ドを備えること。 
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4-5   データ収集機能は、以下の要件を満たすこと。 

4-5-1 スタティック、ダイナミック、ゲート、SPECT、ホールボディ収集が可能であること。 

4-5-2 全核種において統計ノイズ処理等が可能で1024×1024 以上のマトリクスで収集可能であること。 

4-5-3 全コリメータで赤外線自動近接ホールボディ収集が可能であること。 

4-5-4 赤外線自動近接を使用したDynamic SPECT 収集において Step&Shoot、Step（移動中収集）、Continuous

の３方式より選択可能であること。もしくは応答関数補正を用いた短時間撮像に貢献できること。  

4-5-5 心電図同期プラナー収集、および心電図同期SPECT収集機能において、検査中の心拍数ヒストグラムを

Projection DataのDICOM情報の中に保存が可能であること。もしくは、DICOM形式のデータで検査中の心電図

波形データをPACSに取り込むこと。 

4-5-6 検出器相対角 90° における赤外線自動近接を用いた心筋 SPECT 収集が可能であること。もしくは検出

器相対角 90°における赤外線自動近接（楕円軌道収集）または円軌道を用いた心筋 SPECT 収集が可能であ

ること。 

4-5-7 プラナー撮像において、従来方式と比較して感度向上およびノイズ低減を実現し、撮像時間短縮または

画質向上を可能とする撮像方式を備えること。 

4-5-8 ダイナミック収集中に 512 マトリクス高分解能スタティック収集が可能であること。 

4-5-9 体動接触による緊急停止後も収集継続が可能であること。 

4-5-10 Dynamic SPECT 収集において、各 Rotation を任意に分離し、加算処理が可能であること。 

4-5-11 SPECT 撮像において、従来方式と比較して感度を高めつつ分解能を維持または向上させ、撮像時間短

縮・ノイズ低減・画質向上を実現できる撮像方式を備えること。 

4-5-12 SPECT 体動補正機能を有すること。 

4-5-13 ダイナミック収集中にリアルタイムに時間―放射能曲線のグラフ表示が可能であること。 

4-5-14 総合感度が99mTcにおいて90cps/MBq以上の低エネルギー高分解能コリメータとコントラストを向上する

ソフトウェアを組み合わせることで、高い空間分解能を維持しつつ、ノイズ低減または高コントラストを実

現する短時間撮像技術を有すること。 

 

4-6   データ解析機能は、以下の要件を満たすこと。 

4-6-1  FBP 法および 3D-OSEM を用いた再構成が行えること。 

4-6-2  ダイナミックSPECTデータ、心電図同期SPECTデータに対して、ローテーションやタイムスロットごとに

加算が行えること。 

4-6-3  散乱線補正機能を有すること。 

4-6-4  散乱補正用のエネルギーウィンドウ設定機能を有し、メインピークに対する百分率設定が可能であるこ

と。 

4-6-5  コリメータ開口径補正を使用した逐次近似再構成が可能であること。  

4-6-6  Chang 法による減弱補正機能を有すること。 

4-6-7 CT 画像を SPECT 画像に位置合わせする機能を有すること。 

4-6-8  脳血流解析（持続動脈採血法、NIMS 法、ARG 法、Patlak Plot 法）が可能であること。 

4-6-9  唾液腺解析（複数 ROI を用いた時間–放射能曲線解析）が可能であること。 

4-6-10   心アミロイド解析機能を有すること。 

4-6-11   甲状腺摂取率解析および副甲状腺サブトラクション解析が可能であること。 

4-6-12   心プールおよびファーストパス解析機能を有すること。 

4-6-13  心臓解析ソフトウェア（QGS+QPS+QBS 2017 Suite、4DM SPECT）を搭載し、位相解析、TID 解析、右室

解析、L/H 解析、心電図同期画像の非線形加算処理が可能であること。解析コンソールにて搭載できない場

合は、別途薬機承認された処理システムにて搭載すること。 

4-6-14  IMP-ARG 法を用いた局所脳血流定量解析が可能であること。 

4-6-15  I-123 MIBG の心縦隔比解析および Washout 解析が可能であること。 

4-6-16  肺換気・肺血流解析が可能であること。 

4-6-17  肝機能解析（GSA 含む）が可能であること。 

4-6-18  99mTc-DMSA 摂取率の腎静態解析が可能であること。 
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4-6-19 99mTc-MAG3 および DTPA の腎動態解析が可能であること。 

4-6-20  安静・負荷の心筋 SPECT データに対し、心軸 3 断面変換が可能であること。 

4-6-21  サードパーティ解析 PC と接続し、相互に画像データの受け渡しが可能であること。 

4-6-22  撮像・処理プロトコルを、既存装置と同等のものに設定すること。 

4-6-23  QGS による 3D 心筋動画像を DICOM 形式で保存し、DICOM サーバに保管できること。 

4-6-24  画像の表示機能および出力機能を有すること。 

4-6-25  解析画面においてアノテーション表示機能を有すること。 

4-6-26  全身 SPECT の MIP 動画出力時に、画像ビューワを同時に出力可能であること。 

4-6-27  DVD/CDへの保存が可能であり、保存時に患者情報の匿名化およびビューワ同梱保存が可能であること。 

4-6-28  PACSへの DICOM 出力および DICOM Query/Retrieve が可能であること。 

4-6-29  HIS/RIS との DICOM MWM による患者属性情報連携が可能であること。 

4-6-30  センチネルリンパ節画像処理が可能であること。 

4-6-31  DICOM RRDSR を出力する機能を有し、既存線量管理システムで管理できるように設定すること。 

4-6-32  Look‑up Table（LUT）を、既存装置と同等のものに設定すること。 

4-6-33 当院で使用しているサードパーティ提供診断支援ソフトの診断結果と整合性がとれるよう、既存データ

の移行も含めソフト提供者と連携すること。また、提供診断補助システムソフト使用のための解析用PCと接

続し、相互に画像データの受け渡しが可能であること。 

4-6-34 腎機能検査、脳血流検査など長期間にわたる小児の経過観察が重要な検査に対して、既存の蓄積Rawデ

ータを全ての処理で再解析ができること。 

 

4-7   設置条件およびその他は、以下の要件を満たすこと。 

4-7-1 周囲温度は 18〜26℃ の範囲で使用でき、自動排水型除湿器を備えること。 

4-7-2 ストレッチャーおよび車椅子での撮像が可能であること。 

4-7-3 操作卓を備えること。 

4-7-4 装置の設置に必要な電源、室内寸法、床耐荷重、空調条件等はメーカ指定条件を満たすこと。 

4-7-5 装置の据付・調整・試運転・操作説明を含む一式を納入者の責任において実施すること。 

4-7-6 納入後の保守点検、修理対応、部品供給が適切に行える体制を有すること。 

4-7-7 装置の使用に必要なマニュアル（日本語版）を一式添付すること。 

 

５．ネットワーク対応システム 

5-1 発注者及び関係各社と協議し双方確認の上、本体及び付属周辺機器に関し支障なく接続を行うこと。また既

存の接続はすべて踏襲し、発注者のネットワークに接続するための必要なネットワーク機器の設定を行うこ

と。 

5-2 DICOM機能はDICOM Storage、StC、Print、Query / Retrieve、MWM、MPPS、DICOM Dose SR、DICOM RRDSRに対

応すること。 

5-3 発注者が指定する既存の病院情報システム（以下「HIS」という。）ならびに放射線情報システム（以下

「RIS」という。）と連携し、DICOM MWM、DICOM MPPSにより患者基本情報(身長及び体重を含む)や検査情報

等、発注者が指定する情報の送受信・登録等が自動的にできること。また再取得も可能なこと。 

5-4 発注者が、既存のHIS、RIS、PACS、検像端末等のマスタ変更やシステム改変を必要と認めた場合は、その入

力、テスト等必要な作業をすべて行い、受注者が費用を負担すること。 

5-5 機器構成図、ネットワーク図、ネットワークアドレス表、DICOM設定情報等について資料を電子データまたは

紙媒体で２部提出すること。 

5-6 発注者と協議し、本入札に係る導入装置全てに必要なセキュリティ対策を行うこと。リモートアクセスにて

エラーメッセージ等をメーカ側で確認できること。 

5-7 収集及び解析コンソールをPACSメインサーバー、放射線科サーバと各々接続し、DICOM Storage、

Query/Retrieveを可能にすること。 

5-8 収集及び解析コンソールを発注者が指定する検像端末2台と接続し、DICOM Storage、Query/Retrieveを可能

にすること。 
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5-9 収集及び解析コンソールを3Dワークステーション(ZIO)と接続し、DICOM Storage、Query/Retrieveを可能に

すること。 

5-10 収集及び解析コンソールを1.5T及び3.0T MRI装置2台のメインコンソール、サブコンソールと各々接続し、

双方向のDICOM Storage、Query/Retrieveを可能にすること。 

5-11 収集及び解析コンソールを今年度導入予定の被ばく線量管理システム(Onti)と接続し、RRDSR出力を可能に

すること。 

5-12 今年度導入予定の被ばく線量管理システム(Onti)で投与量管理を行えるようネットワークシステムを構築す

ること。この接続に掛かる費用は本導入費用に含むこと。また、検収後から１年以内にアップデートや接続等

の問題が生じた場合には、受注者の負担により対応を図ること。 

5-13 解析コンソールを統計画像解析用PCと接続し、DICOM Storageもしくは同等のデータファイル取得及び転送

を可能にすること。 

5-14 核医学画像Rawデータのバックアップ保存を目的としたRAID5以上の機能を有するストレージを備え、導入装

置と接続すること。 

5-15 既設のNASに保存されている核医学画像Rawデータを安全かつ確実に、5-14のストレージにデータインポート

すること。データインポートする方法については、別途発注者と協議すること。 

5-16 発注者の電子カルテシステムに該当するNTP サーバに接続し、時刻設定管理を行えること。 

5-17 接続に関しては、セキュリティ対策を含め発注者と受注者が十分協議し、円滑な業務運用ができるよう整備

すること。 

 

６．付属周辺機器 

6-1 核医学画像解析ソフトウェアLANC@T及びFALCONをインストールし、負荷なく解析が実行できるデスクトップ

式の統計画像解析用PCを備えること。また、DICOM Part14に準拠したGSDFプロファイルに設定可能な19インチ

モニタを1台、ワイヤレスマウス、最新版Microsoft Office Home & Business永続ライセンスを備えること。統

計画像解析用PCについてウイルス対策を行うこと。ウイルス対策ソフト導入に関わるライセンス調達、定義フ

ァイルの更新方法については、発注者と協議の上で適用すること。 

6-2 コンソール用机、椅子を２組備えること。 

 

７．その他 

7-1 入札機器のうち医療機器については、入札時点で医薬品医療機器等法に基づく医療機器の承認を得ている物

品であり、ソフトウェアに関しては、入札時点でその承認を得ている物品であること。 

7-2 医療法等に準拠し申請に必要な場合、遮蔽計算表及び漏洩放射線量測定記録報告書、作業環境測定結果報告

書、診療用放射性同位元素変更届等を作成し、期限内に発注者へ電子データまたは紙媒体で２部提出するこ

と。また、支援会社への依頼等これらに掛かる費用は受注者が負担すること。 

7-3 廃止、備付に当たり必要な医療法その他関係法規に基づく手続、書類の作成等の支援を遅延なく行うこと。 

7-4 装置標識等、医療監視指摘項目に係る事項を使用開始前に提出、設置を行うこと。 

7-5 機器や設備の転倒転落防止などの耐震対策を行うこと。 

7-6 受注者は当該指示事項に係る製作を、他の業者に請け負わせる場合は、事前に発注者の承認を受けて請け負

わせるものとし、受注者の責任において指示事項を厳守させること。 

7-7 その他本仕様書に記載のない事項が発生した場合は、発注者と受注者が協議の上、対応策を講じること。 

以上 


